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● 殺人、傷害、性犯罪等の身体犯
● ひき逃げ事件、交通死亡事故等事件
● その他必要と認められる事件

● 付添い
 ・ 医師の診察が必要な場合の病院の手配、付添い
 ・ 実況見分の立会い
 ・ 自宅等への送迎

● ヒアリング
 ・ 心配事の相談受理
 ・ 事情聴取や被害者調書の作成又はそれらの補助

● 説明
 ・ 「被害者の手引」の交付
 ・ 刑事手続等の説明
 ・ 家族、会社、学校等に対する説明

● 定期的な被害者連絡
● 犯罪被害者等の援助を行う民間の団体、
部外のカウンセラー等の紹介　 

対象事件対象事件

活動内容活動内容

❺ 犯罪被害者等支援推進のための基盤整備

再被害防止措置の推進

指定被害者支援要員制度

❹ 犯罪被害者等の安全の確保

緊急通報装置の貸出し（被害者は模擬）

再被害防止要綱

被害者支援用車両内
（被害者は模擬）

施設の改善
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● 殺人、傷害、性犯罪等の身体犯
● ひき逃げ事件、交通死亡事故
● その他必要と認められる事件

● 付添い
 ・ 医師の診察が必要な場合の病院の手配、付添い
 ・ 実況見分の立会い
 ・ 自宅等への送迎

● ヒアリング
 ・ 心配事の相談受理
 ・ 事情聴取や被害者調書の作成又はそれらの補助

● 説明
 ・ 「被害者の手引」の交付
 ・ 刑事手続等の説明
 ・ 家族、会社、学校等に対する説明

● 定期的な被害者連絡
● 民間被害者支援団体、部外の
　 カウンセラー等の紹介

対象事件

任　　務

対象事件

任　　務

❺ 犯罪被害者支援推進のための基盤整備

再被害防止措置の推進

指定被害者支援要員制度

❹ 犯罪被害者の安全の確保

3. 犯罪被害者支援のための具体的施策

　犯罪被害者に対する支援活動は、事件発生直後から
必要となります。
　そこで、専門的な犯罪被害者支援が必要とされる事
案が発生したときに、あらかじめ指定された警察職員が、
各種被害者支援活動を推進する「指定被害者支援要員
制度」が、各都道府県警察で導入されています。

支援要員による被害者支援制度の説明（被害者は模擬）

緊急通報装置の貸出し（被害者は模擬）

再被害防止要綱
　警察では、犯罪被害者、その親族及び関係者が同じ加害
者から再び危害を受けることを防止するため、「再被害防
止要綱」を制定し、これに基づく措置を実施しています。
　この要綱では、継続的な再被害防止措置を講ずる必要が
ある犯罪被害者等を「再被害防止対象者」に指定すること、
警戒措置、情報収集、自主警戒指導等を行うこと、法務関係
機関との連携を強化することなどについて定めています。

　犯罪被害者は、加害
者から再び危害を加え
られるのではないかと
いう不安を持っていま
す。特に暴力団の犯罪
被害者の中には、いわゆ
る「お礼参り」などを恐
れて届出をちゅうちょ
し、泣き寝入りするなどのケースが見受けられます。
　犯罪被害者が警察に安心して届出ができるようにする
ためには、このような不安を解消し、犯罪被害者が加害者
から再び危害を加えられないようにすることが警察に求

められています。
　そこで警察では、犯罪被害者との連絡を密にし、必要
な助言を行うとともに、状況に応じて自宅や勤務先にお
ける身辺警戒やパトロールを強化したり、緊急通報装置
を貸し出すなど、犯罪被害者への危害を未然防止するた
め、種々の対策を講じています。

被害者支援用車両内
（被害者は模擬）

施設の改善
　犯罪被害者の事情聴取に当たっては、警察では、その
心情に配意し、応接セットを備えたり、照明や内装を改善
した部屋を利用できるようにするなどして、犯罪被害者が
安心して事情聴取に応じられるようにするため、施設の改
善に努めています。
　また、犯罪被害者は、警察署や交番等の警察施設に立
ち入ること自体に抵抗を感じる場合があることから、機動
的に犯罪被害者の指定する場所に赴くことができ、かつ、

犯罪被害者のプライバシー保護などに配意しながら必要
な事情聴取や実況見分などを行えるよう、移動式犯罪被
害者用事情聴取室と
もいえる「被害者支
援用車両」を導入し
て、犯罪被害者からの
相談や届出の受理、
事情聴取等に活用し
ています。

❶ 性犯罪被害者への対応

性犯罪捜査指導官等の設置 証拠採取における配慮

女性医師による診断（被害者は模擬）

性犯罪被害者が希望する
性別の捜査員による対応

4. 各分野における施策4. 各分野における施策

　犯罪被害者等は、加
害者から再び危害を加
えられるのではないか
という不安を持ってい
ます。特に暴力団の犯
罪被害者の中には、いわ
ゆる「お礼参り」などを
恐れて届出をちゅうちょ
し、泣き寝入りするなどのケースが見受けられます。
　犯罪被害者等が警察に安心して届出ができるように
するためには、このような不安を解消し、犯罪被害者等
が加害者から再び危害を加えられないようにすることが

　犯罪被害者等の事情聴取に当たっては、警察では、そ
の心情に配慮し、応接セットを備えたり、照明や内装を改
善した部屋を利用できるようにするなどして、犯罪被害者
等が安心して事情聴取に応じられるようにするため、施
設の改善に努めています。
　また、犯罪被害者等は、警察署や交番等の警察施設に
立ち入ること自体に抵抗を感じる場合があることから、機
動的に犯罪被害者等の指定する場所に赴くことができ、

　犯罪被害者等に対する支援活動は、事件発生直後か
ら必要となります。
　そこで、専門的な犯罪被害者等支援が必要とされる
事案が発生したときに、あらかじめ指定された警察職員
が、犯罪被害者等支援活動を推進する「指定被害者支
援要員制度」が、各都道府県警察で導入されています。

警察に求められています。
　そこで警察では、犯罪被害者等との連絡を密にし、
必要な助言を行うとともに、状況に応じて自宅や勤務
先における身辺警戒やパトロールを強化したり、緊急
通報装置を貸し出すなど、犯罪被害者等への危害を未
然防止するため、種々の対策を講じています。

かつ、犯罪被害者等のプライバシー保護等に配慮しな
がら必要な事情聴取や実況見分等を行えるよう、移動
式犯罪被害者用事情
聴取室ともいえる「被
害者支援用車両」を導
入して、犯罪被害者等
からの相談や届出の受
理、事情聴取等に活用
しています。

　警察では、犯罪被害者等が同じ加害者から再び危害を
受けることを防止するため、「再被害防止要綱」を制定し、
これに基づく措置を実施しています。
　この要綱では、継続的な再被害防止措置を講ずる必要が
ある犯罪被害者等を「再被害防止対象者」に指定すること、
警戒措置、情報収集、自主警戒指導等を行うこと、法務関係
機関との連携を強化することなどについて定めています。

　強制性交等、強制わいせつ等の性犯罪は、被害者の尊
厳を踏みにじり、身体的のみならず精神的にも極めて重
い被害を与える犯罪です。このため、警察では、従来から
殺人、強盗等と並んで性犯罪を重要犯罪として捉え、そ
の捜査に力を入れてきました。
　性犯罪被害者は、精神的なダメージ等から、警察への
被害申告をためらうことも多く、性犯罪は特に被害が
潜在化しやすい犯罪です。
　そこで、警察では、性犯罪被害者の精神的負担を軽減
するとともに、被害の潜在化を防止するため、次のよう
な施策を推進しています。

　都道府県警察では、警察本部に「性犯罪捜査指導官」
及び「性犯罪捜査指導係」を設置し、性犯罪捜査の指導・
調整、発生状況の集約、性犯罪捜査に関する知見を有す
る捜査員の育成等を行っています。

　性犯罪被害者が捜査の過程において受ける精神的
負担を少しでも緩和するためには、性犯罪被害者が希
望する性別の捜査員が対応することが重要であるた
め、各都道府県警察では、男性警察官、女性警察官の双
方を性犯罪指定捜査員に指定するよう努めています。
性犯罪指定捜査員は、被害者からの事情聴取をはじ
め、証拠採取、被害者立会いの実況見分、被害者に対す
る刑事手続についての説明等、性犯罪被害者にかかわ
る様々な業務に従事しています。

　性犯罪被害を受けた場合、その証拠となるものが被害
者の身体や衣類に残されていることが多く、その痕跡が
失われないよう、被害直後に証拠の採取や衣類の提出が
必要となることがあります。
　しかし、被害直後のショックや羞恥心から、これを負
担に感じる被害者も少なくないことから、各都道府県警
察では、そのような負担をかけずに採取を行えるよう、
採取要領を定めているほか、採取に必要な用具、被害者
の衣類を預かる際の着替え等を整備しています。

3. 犯罪被害者等支援のための具体的施策

支援要員による付添い（被害者は模擬）

性犯罪指定捜査員の指定書交付式


